
中間期　ディスクロージャー誌



総合リスク管理部

人事部

法務・コンプライアンス部

資金為替部

インベスターズサービス部

証券運用部

国内資産管理部

生保資産管理部

監査役・監査役会

経営会議

 経営政策委員会＊

業務監査委員会 業務監査部

＊経営政策委員会として、コンプライアンス
　委員会等各種委員会を設置しています。

設 立 日
所 在 地

　
店 舗 数
資 本 金
出 資 者
（出資比率）

　
 
 

従 業 員 数

　

主な業務内容

　
　

　
 　
 
 　

銀行代理店
U R L

平成13年1月22日
〒104-6228  東京都中央区晴海1丁目8番12号
晴海トリトンスクエア タワーZ
TEL 03-6220-4000
1（本店のみ）
500億円
株式会社みずほフィナンシャルグループ　540千株（54％）
第一生命保険株式会社　　　　　　　 230千株（23％）
朝日生命保険相互会社　　　　　　　 100千株（10％）
明治安田生命保険相互会社　　　　　　90千株（  9％）
富国生命保険相互会社　　　　　　　　40千株（  4％）
588人（平成26年9月30日現在）

1. 有価証券管理サービス
　 信託サービス、国内カストディサービス、
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　 包括的有価証券管理アウトソーシングサービス
2. 各種年金サービス
　 確定拠出年金の資産管理サービス、
　 マスタートラストサービス（情報統合サービス）
3. 資産管理に係る各種付加価値サービス
　 セキュリティーズ・レンディングサービス、
　 外国為替サービス
該当なし
http://www.tcsb.co.jp/

S & P

Moody's

R & I

長期

A+

A1

AA–
＊銀行財務格付

短期

A-1

Prime-1

a-1+

その他

－

C*

－

営業部門

投資情報サービス室受託資産サービス部

運用事務サービス部

カスタマーサービス室投資信託部

海外決済室海外資産管理部

決済業務室決済業務部

主計室総合企画部

品質管理室事務統括部

プロダクト部門

＊ 従業員数は、社外から受け入れた出向者を含んでいます。
　また、執行役員、嘱託を含んでいません。
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（平成26年度中間期決算データ）



業績の概要
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平成２6年度中間期事業の概況
［金融経済環境］

［事業の経過及び成果］
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（単位：百万円）

注．「単体自己資本比率（国内基準）」は、「銀行法第14条の2の規定に基づき、銀行がその保有する資産等に照らし自己
　　資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準」（平成18年金融庁告示第19号）に基づき算出
　　しております。なお、平成25年度末よりバーゼルⅢ（国内基準）を適用しております。

経常収益
業務純益
経常利益
中間（当期）純利益
資本金
発行済株式総数
純資産額
総資産額
預金残高(含む譲渡性預金)
貸出金残高
有価証券残高
１株当たり純資産額(円)
１株当たり中間（年間）配当額(円)
１株当たり中間（当期）純利益額(円)
配当性向
従業員数(人) 
単体自己資本比率（国内基準）(注)
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額

主要な経営指標等の推移

平成26年度
中間期

平成25年度
中間期

11,672
1,129
1,111
688

50,000
1,000千株
58,046

1,383,040
820,980
71,000
221,902
58,046

̶
688.31

̶
581

40.63%
5,038
̶

100,914,488
138,030,321

平成24年度
中間期

10,929
693
676
418

50,000
1,000千株
57,133
658,798
145,883
62,585
270,549
57,133

̶
418.52

̶
470

43.78%
5,092
̶

98,660,186
131,265,167

　当中間期の経済情勢を顧みますと、世界経済は、全体としては緩やかな回復が続きましたが、一部には弱さも
みられました。先行きは、先進国を中心に引き続き回復が期待されますが、地政学的リスクの高まりには注視を要する
状況が続きました。
　また、日本経済は、消費税率引上げに伴う駆け込み需要の反動が徐々に和らぎつつあり、一部に弱さは残るものの、
基調的には緩やかな回復が続きました。先行きは、個人消費の回復には足踏みがみられるものの、雇用・所得環境の
改善を通じて持ち直していくことが期待されるようになりました。

　当社は、①既存ビジネスエリアにおける競争優位性の確立、②新たなマーケット・ビジネスの創出、 ③「コスト
競争力」と「サービス品質」両立のための構造改革、④事業戦略を支える経営基盤の強化等を課題に掲げ、着実な
業務展開を行ってまいりました。当中間期末における受託信託財産および常任代理契約等に基づく預り資産残高の
合計につきましては、既にお取引をいただいておりますお客さまからの追加受託等により当中間期中に約3兆円
増加し、373兆円を上回る規模となりました。

　当中間期の損益につきましては、役務関係収支の増加を主因に、業務粗利益は104億70百万円と前中間期比
55百万円の増加となりました。一方、臨時処理分を除く営業経費につきましては、効率的な経費運営に努める一方、
高品質・高付加価値のサービスの提供に向けた経営資源投下を行いましたことから、96億3百万円と前中間期比
3億18百万円の増加となりました。
　以上の結果、業務純益は8億66百万円（前中間期比2億63百万円減）、経常利益は8億51百万円（同2億60百万円
減）、中間純利益は5億47百万円（同1億40百万円減）となりました。

21,526
1,333
1,296
794

50,000
1,000千株
57,545

2,900,354
2,302,375
98,565
212,209
57,545
160

794.26
20.14%
466

38.93%
9,935
̶

100,981,285
141,649,400

平成24年度 平成25年度

11,604
866
851
547

50,000
1,000千株
58,854

2,325,398
1,496,480

̶
444,411
58,854

̶
547.43

̶
588

40.31%
5,089
̶

95,292,742
145,536,046

22,651
1,936
1,911
1,169
50,000

1,000千株
58,535
735,648
102,298
48,000
281,942
58,535
240

1,169.04
20.52%
597

39.30%
9,894
̶

103,945,600
148,078,586
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平成26年度中間期
（平成26年4月1日から平成26年9月30日まで）

平成25年度中間期
（平成25年4月1日から平成25年9月30日まで）

（単位：百万円）

経常収益
　信託報酬
　資金運用収益
　（うち貸出金利息）
　（うち有価証券利息配当金）
　役務取引等収益
　その他業務収益
　その他経常収益
経常費用
　資金調達費用
　（うち預金利息）
　役務取引等費用
　その他業務費用
　営業経費
　その他経常費用
経常利益
特別損失
税引前中間純利益
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
法人税等合計
中間純利益

11,604
5,089
832
(3)

(195)
5,488
193
0

10,753
361
(0)
772
̶

9,615
4

851
1

849
285
 16
302
547

11,672
5,038
1,264
(41)
(246)
5,236
132
1

10,560
521
(0)
733
1

9,296
8

1,111
0

1,110
436

 △ 14
422
688

資産の部
　　現金預け金
　　コールローン
　　有価証券 
　　貸出金
　　外国為替
　　その他資産
　　有形固定資産
　　無形固定資産
　　繰延税金資産
資産の部合計
負債及び純資産の部
　　預金
　　譲渡性預金
　　コールマネー
　　信託勘定借
　　その他負債
　　賞与引当金
　　退職給付引当金
　　役員退職慰労引当金
　負債の部合計
　　資本金
　　利益剰余金
　　　利益準備金
　　　その他利益剰余金
　　　　繰越利益剰余金
　　株主資本合計
　　その他有価証券評価差額金
　　評価・換算差額等合計 
　純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

（単位：百万円）

中間貸借対照表

中間損益計算書

平成26年度中間期
（平成26年9月30日）

平成25年度中間期
（平成25年9月30日）

　　 　　
1,694,909
135,000
444,411

̶
1,960
35,362
563

13,017
173

2,325,398

34,872
1,461,608
459,357
271,651
38,901

30
78
44

2,266,544
50,000
8,828
229

8,599
8,599
58,828

26
26

58,854
2,325,398

　　 　　
861,375
200,000
221,902
71,000
552

16,031
567

11,464
145

1,383,040

30,219
790,761
280,279
203,697
19,930

26
56
21

1,324,993
50,000
8,039
181

7,858
7,858
58,039

6
6

58,046
1,383,040

財
務
諸
表
／
中
間
貸
借
対
照
表　

中
間
損
益
計
算
書
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財
務
諸
表
／
中
間
株
主
資
本
等
変
動
計
算
書

当期首残高

当中間期変動額

　剰余金の配当

　中間純利益

当中間期変動額合計

当中間期末残高

中間株主資本等変動計算書
（単位：百万円）

50,000

　

50,000

資本金

57,511

△ 160

688

528

58,039

株主資本
合計

149

32

32

181

7,362

△ 192

688

496

7,858

7,511

△ 160

688

528

8,039

株主資本
利益剰余金

利益剰余金
合計

その他
利益剰余金
繰越

利益剰余金

利益
準備金

33

△ 27

6

その他
有価証券
評価差額金

57,545

△ 160

688

501

58,046

純資産
合計

33

△ 27

6

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
平成25年度中間期(平成25年4月1日から平成25年9月30日まで)

　株主資本以外の項目の
　当中間期変動額（純額） △ 27 △ 27 △ 27

当期首残高

当中間期変動額

　剰余金の配当

　中間純利益

当中間期変動額合計

当中間期末残高

（単位：百万円）

50,000

　

50,000

資本金

58,520

△ 240

547

307

58,828

株主資本
合計

181

48

48

229

8,339

△ 288

547

259

8,599

8,520

△ 240

547

307

8,828

株主資本
利益剰余金

利益剰余金
合計

その他
利益剰余金
繰越

利益剰余金

利益
準備金

15

10

26

その他
有価証券
評価差額金

58,535

△ 240

547

318

58,854

純資産
合計

15

10

26

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等
平成26年度中間期(平成26年4月1日から平成26年9月30日まで)

　株主資本以外の項目の
　当中間期変動額（純額） 10 10 10
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重要な会計方針
１．有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券の評価は、その他有価証券については原則として中間決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により
算定）、ただし時価を把握することが極めて困難と認められるものについては移動平均法による原価法により行っております。なお、その他
有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。

２．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

３．固定資産の減価償却の方法
（1）有形固定資産（リース資産を除く）

有形固定資産は、定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く。）については定額法）を採用し、年間減価償却費見積額を期間により按分し
計上しております。また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物　6年～50年
その他　3年～20年

（2）無形固定資産（リース資産を除く）
無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（主として5年）
に基づいて償却しております。

４．引当金の計上基準
（1）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
「銀行等金融機関の資産の自己査定並びに貸倒償却及び貸倒引当金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別
委員会報告第4号）に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分類し、過去の一定期間に
おける各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署の協力の下に資産査定部署が資産査定を実施しております。ただし、
当中間期末における貸倒引当金の残高はありません。

（2）賞与引当金
賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当中間期に帰属する額を計上して
おります。

（3）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員（執行役員を含む）の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づき、当中間期末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。

（4）役員退職慰労引当金
役員退職慰労引当金は、役員への退職慰労金の支払いに備えるため、役員に対する退職慰労金の支給見積額のうち、当中間期末まで
に発生していると認められる額を計上しております。

５. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債は、主として中間決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

注記事項 
（中間貸借対照表関係）

１．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
　有価証券　　　361,811百万円
担保資産に対応する債務
　コールマネー　 36,000百万円
上記のほか、為替決済等の取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券79,153百万円を差し入れております。
また、その他の資産には、先物取引差入証拠金は125百万円、保証金等は1,098百万円が含まれております。

２．当座貸越契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで
資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、2,154,500百万円であり、その全額が契約
残存期間が１年以内のものであります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時に
おいて必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき顧客の業況等を
把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

３．有形固定資産の減価償却累計額　1,425百万円
４．元本補てん契約のある信託の元本金額は、金銭信託176百万円であります。

注記事項（平成26年度中間期）
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（中間株主資本等変動計算書関係）
１．発行済株式の種類及び株式数に関する事項

２．配当に関する事項
当中間会計期間中の配当金支払額

（金融商品関係）
１．金融商品の時価等に関する事項
平成26年9月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は、次のとおりであります。
なお、時価を把握することが極めて困難と認められる非上場株式等は、次表には含めておりません（（注２）参照）。

（注１）金融商品の時価の算定方法
　資産
（1）現金預け金

満期のない預け金については、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。満期のある預け金に
ついては、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率は、市場金利を
用いております。なお、残存期間が短期間（６ヶ月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価として
おります。

（2）コールローン
コールローンの時価は、一定の期間ごとに区分して、将来のキャッシュ・フローを割り引いて現在価値を算定しております。その割引率
は、市場金利を用いております。なお、残存期間が短期間（６ヶ月以内）のものは、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額を時価としております。

（3）有価証券
債券は取引所の価格によっております。なお、有価証券に関する注記事項については「（有価証券関係）」に記載しております。　　

　負債
（1）預金　

要求払預金については、中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
（2）譲渡性預金

残存期間が短期間（６ヶ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（3）コールマネー 

残存期間が短期間（６ヶ月以内）であり、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。
（4）信託勘定借

中間決算日に要求された場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。
　デリバティブ取引

デリバティブ取引は、金利関連取引（金利先物）、通貨関連取引（為替予約）であり、取引所の価格、先物為替相場、割引現在価値により
算出した価格によっております。

（単位：千株）

当事業年度期首株式数

発行済株式

　普通株式

合計

　

1,000

1,000

　

̶

̶

　

1,000

1,000

　

̶

̶

株式の種類（決議）

平成26年6月19日
定時株主総会 普通株式

効力発生日

（単位：百万円）

1株当たり配当額 基準日配当金の総額

240 百万円 平成26年3月31日 平成26年6月20日240 円

　（1）現金預け金
　（2）コールローン
　（3）有価証券

その他有価証券
資産計
　（1）預金
　（2）譲渡性預金
　（3）コールマネー
　（4）信託勘定借
負債計
デリバティブ取引（＊１）
　（1）ヘッジ会計が適用されていないもの
デリバティブ取引計

時価
1,694,883
134,881

443,964
2,273,729
34,872

1,461,608
459,357
271,651

2,227,488

718
718

差額
△ 26
△ 118

̶
△ 144

̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶

中間貸借対照表計上額
1,694,909
135,000

443,964
2,273,873
34,872

1,461,608
459,357
271,651

2,227,488

718
718

（＊１）その他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務
　　　 は純額で表示しております。

摘要当中間会計期間減少株式数 当中間会計期間末株式数当中間会計期間増加株式数

財
務
諸
表
／
注
記
事
項（
平
成
26
年
度
中
間
期
）
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中間財務諸表に関する確認

（有価証券関係）
中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金が含まれております。

１．その他有価証券（平成26年9月30日現在）

（注2） 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品の中間貸借対照表計上額は次のとおりであり、金融商品の時価情報の
「資産（3）その他有価証券」には含まれておりません。

（単位：百万円）

非上場株式（＊１） 
　　　　  合計
（＊１）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから時価開示の対象とはしておりません。

（単位：百万円）

中間貸借対照表計上額　　　　  区分
447
447

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

種類

合計

債券
　国債
　社債

債券
　国債
　社債
その他

　
　
　
小計
　
　
　
　
小計

株式
その他
　　　　  合計

（単位：百万円）

中間貸借対照表計上額
442
4

447

取得原価 差額中間貸借対照表計上額
　　

249,250
58,963
308,214

66,693
69,056
108,000
243,750
551,964

　　
249,201
58,957
308,158

66,699
69,065
108,000
243,765
551,924

　　
49
6
55

△ 6
△ 8
̶

△ 15
40

（１株当たり情報）
１株当たりの純資産額　　 58,854円26銭
１株当たり中間純利益金額　　547円43銭

（単位：百万円）

（注）時価を把握することが極めて困難と認められるその他有価証券

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

私は、当社の平成26年4月1日から平成26年9月30日までの第15期中間事業年度に係る中間財務諸表
（中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書）が適正に表示されていること、
ならびに、これらの中間財務諸表の作成に係る内部監査が有効に機能していることを確認いたしました。　

平成27年1月21日
  資産管理サービス信託銀行株式会社

代表取締役社長　　　　　　　　　　　　

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであります。

繰延税金資産
　資産除去債務
　未払事業税及び未払事業所税
　退職給付引当金及び役員退職慰労引当金
　無形固定資産
　その他有価証券評価差額金
　その他
繰延税金資産合計
繰延税金負債
　有形固定資産
　その他有価証券評価差額金
繰延税金負債合計
繰延税金資産の純額

50
48
44
37
5
37
223

29
19
49
173



業務粗利益

損益の状況
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（単位：百万円）

合計
5,089
471

832

361
4,716
5,488
772
193
193
̶

10,470
1.55%

国内業務部門
5,089
468
(̶)
831
(2)
362

5,061
5,427
365
1
1
̶

10,621
1.58%

国内業務部門
5,038
740
(̶)

1,263
(2)
523

4,845
5,187
342
△ 1
̶
1

10,622
1.08%

5,038
742

1,264

521
4,502
5,236
733
131
132
1

10,414
1.06%

合計
信託報酬
資金運用収支
　資金運用収益

　資金調達費用

役務取引等収支
　役務取引等収益
　役務取引等費用
その他業務収支
　その他業務収益
　その他業務費用
業務粗利益
業務粗利益率

平成25年度中間期
国際業務部門

̶
2
(2)
3

(̶)
0

△ 343
48
391
132
132
̶

△ 208
△ 4.61%

平成26年度中間期

̶
2
(2)
3

(̶)
1

△ 345
60
406
192
192
̶

△ 150
△ 3.11%

国際業務部門

（単位：百万円）

〈国内業務部門〉
　資金運用勘定

　　うち貸出金
　　　　有価証券
　　　　コールローン
　　　　預け金
　資金調達勘定

　　うち預金
　　　　譲渡性預金
　　　　コールマネー
　　　　借用金
〈国際業務部門〉
　資金運用勘定

　　うち貸出金
　　　　有価証券
　　　　コールローン
　　　　預け金
　資金調達勘定

　　うち預金
　　　　譲渡性預金
　　　　コールマネー
　　　　借用金
〈合計〉
　資金運用勘定
　　うち貸出金
　　　　有価証券
　　　　コールローン
　　　　預け金
　資金調達勘定
　　うち預金
　　　　譲渡性預金
　　　　コールマネー
　　　　借用金
注１．資金運用勘定は無利息預け金の平均残高（平成25年度中間期4,551百万円、平成26年度中間期426百万円）を

控除して表示しております。
　２．(　 )内は国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の平均残高および利息であります。

資金運用・調達勘定の平均残高等

注１．国内業務は円建取引、国際業務は外貨建取引です。ただし、円建対非居住者取引などは国際業務に含めております。
　２．資金運用収益および資金調達費用の上段の計数は、国内業務部門と国際業務部門の間の資金貸借の利息であります。
　３．業務粗利益率＝業務粗利益÷資金運用勘定平均残高×１００×３６５/１８３

利回り
　
　

0.12%
0.10%
0.11%
0.19%
0.11%

0.05%
0.00%
0.05%
0.07%
0.30%

0.07%
̶
̶
̶
̶

0.05%
̶
̶
̶
̶

0.12%
0.10%
0.11%
0.19%
0.11%
0.05%
0.00%
0.05%
0.07%
0.30%

利回り
　
　

0.13%
0.10%
0.14%
0.22%
0.10%

0.05%
0.00%
0.05%
0.07%
0.30%

0.07%
̶
̶
̶
̶

0.04%
̶
̶
̶
̶

0.13%
0.10%
0.14%
0.22%
0.10%
0.05%
0.00%
0.05%
0.07%
0.30%

平成26年度中間期
利息

(̶)
831
3

195
179
453
(2)
362
0

155
175
0

(2)
3
̶
̶
̶
̶
(̶)
1
̶
̶
̶
̶

832
3

195
179
453
361
0

155
175
0

平成25年度中間期
利息

(̶)
1,263
41
246
316
657
(2)
523
0

306
178
0

(2)
3
̶
̶
̶
̶
(̶)
0
̶
̶
̶
̶

1,264
41
246
316
657
521
0

306
178
0

平均残高

(̶)
1,337,847

6,256
352,390
181,939
797,260
(8,780)

1,337,351
78,906
619,868
465,847

0

(8,780)
9,671

̶
4
̶
̶
(̶)

3,975
̶
̶
̶
̶

1,338,738
6,256

352,394
181,939
797,260

1,332,546
78,906
619,868
465,847

0

平均残高

(̶)
1,944,405
81,576
346,506
275,874

1,240,447
(8,650)

1,945,868
79,229

1,220,692
473,178

0

(8,650)
8,988

̶
4
̶
̶
(̶)

1,839
̶
̶
̶
̶

1,944,743
81,576
346,511
275,874

1,240,447
1,939,058
79,229

1,220,692
473,178

0

損
益
の
状
況
／
業
務
粗
利
益　

資
金
運
用
・
調
達
勘
定
の
平
均
残
高
等
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（単位：百万円）

〈国内業務部門〉
　受取利息
　　うち貸出金
　　　　有価証券
　　　　コールローン
　　　　預け金
　支払利息
　　うち預金
　　　　譲渡性預金
　　　　コールマネー
　　　　借用金
〈国際業務部門〉
　受取利息
　　うち貸出金
　　　　有価証券
　　　　コールローン
　　　　預け金
　支払利息
　　うち預金
　　　　譲渡性預金
　　　　コールマネー
　　　　借用金
〈合計〉
　受取利息
　　うち貸出金
　　　　有価証券
　　　　コールローン
　　　　預け金
　支払利息
　　うち預金
　　　　譲渡性預金
　　　　コールマネー
　　　　借用金

純増減

△ 431
△ 38
△ 51
△ 136
△ 204
△ 160
△ 0

△ 150
△ 2
̶

0
̶
̶
̶
̶
0
̶
̶
̶
̶

△ 431
△ 38
△ 51
△ 136
△ 204
△ 159
△ 0

△ 150
△ 2
̶

純増減

522
22

△ 97
22
576
242
△ 0
286
△ 49
̶

△ 0
̶
̶
̶
̶
0
̶
̶
̶
̶

523
22

△ 97
22
576
243
△ 0
286
△ 49
̶

平成25年度中間期
利率による増減

△ 235
△ 1
△ 52
△ 16
△ 31
△ 69
△ 0
△ 7
△ 32
̶

△ 0
̶
̶
̶
̶
0
̶
̶
̶
̶

△ 235
△ 1
△ 52
△ 16
△ 31
△ 68
△ 0
△ 7
△ 32
̶

残高による増減

△ 392
△ 38

3
△ 104
△ 235
△ 163
△ 0

△ 150
△ 2
̶

0
̶
̶
̶
̶
0
̶
̶
̶
̶

△ 392
△ 38

3
△ 104
△ 235
△ 162
△ 0

△ 150
△ 2
̶

残高による増減

758
23

△ 45
38
607
312
0

293
△ 16
̶

0
̶
̶
̶
̶
0
̶
̶
̶
̶

758
23

△ 45
38
607
312
0

293
△ 16
̶

注．残高および利率の増減要因が重なる部分については、両者の増減割合に応じて按分しております。

受取利息・支払利息の増減

△ 38
△ 0
△ 55
△ 32
30
3

△ 0
△ 0
0
̶

0
̶
̶
̶
̶
0
̶
̶
̶
̶

△ 38
△ 0
△ 55
△ 32
30
3

△ 0
△ 0
0
̶

平成26年度中間期
利率による増減

損
益
の
状
況
／
受
取
利
息
・
支
払
利
息
の
増
減



業務の状況
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預金種類別平均残高

注1． 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
　2． 定期性預金＝定期預金

（単位：百万円）

〈国内業務部門〉 
　預金
　　流動性預金
　　定期性預金
　　その他の預金
　譲渡性預金
〈国際業務部門〉
　預金
　　流動性預金
　　定期性預金
　　その他の預金
　譲渡性預金
〈合計〉
　預金
　　流動性預金
　　定期性預金
　　その他の預金
　譲渡性預金

平成25年度中間期

78,906
39,893

̶
39,013
619,868

̶
̶
̶
̶
̶

78,906
39,893

̶
39,013
619,868

79,229
43,000

̶
36,228

1,220,692

̶
̶
̶
̶
̶

79,229
43,000

̶
36,228

1,220,692

平成26年度中間期

（単位：百万円）

̶
6,256

̶
̶

6,256

̶
̶
̶
̶
̶

̶
6,256

̶
̶

6,256

̶
81,576

̶
̶

81,576

̶
̶
̶
̶
̶

̶
81,576

̶
̶

81,576

〈国内業務部門〉
　　手形貸付
　　証書貸付
　　当座貸越
　　割引手形
　　合計
〈国際業務部門〉
　　手形貸付
　　証書貸付
　　当座貸越
　　割引手形
　　合計
〈合計〉
　　手形貸付
　　証書貸付
　　当座貸越
　　割引手形
　　合計

平成25年度中間期 平成26年度中間期

貸出金科目別平均残高

（単位：百万円）

̶
̶
̶
̶
̶
̶

71,000
̶

71,000
71,000

̶
71,000

1年以下
　うち変動金利
　　　固定金利
合計
　うち変動金利
　　　固定金利

平成25年度中間期 平成26年度中間期

貸出金の残存期間別残高

業
務
の
状
況
／
預
金
種
類
別
平
均
残
高　

貸
出
金
科
目
別
平
均
残
高　

貸
出
金
の
残
存
期
間
別
残
高　

貸
出
金
の
担
保
別
内
訳

（単位：百万円）

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

̶
̶
̶
̶
̶

71,000
71,000

　有価証券
　債権
　商品
　不動産
　保証
　信用
合計

平成25年度中間期 平成26年度中間期

貸出金の担保別内訳
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債務の保証（支払承諾）残高　　　該当ありません

中小企業等に対する貸出金残高　　　該当ありません

特定海外債権残高／貸出金償却額／貸倒引当金の残高及び増減額　　　該当ありません

（単位：百万円）

〈国内業務部門〉
　　国債
　　地方債
　　短期社債
　　社債
　　株式
　　その他の証券
　　合計
〈国際業務部門〉
　　国債
　　地方債
　　短期社債
　　社債
　　株式
　　その他の証券
　　　　うち外国株式
　　　　うち外国債券
　　合計
〈合計〉
　　国債
　　地方債
　　短期社債
　　社債
　　株式
　　その他の証券
　　　　うち外国株式
　　　　うち外国債券
　　合計

234,558
̶
̶

117,389
442
̶

352,390

̶
̶
̶
̶
̶
4
4
̶
4

234,558
̶
̶

117,389
442
4
4
̶

352,394

206,181
̶
̶

139,882
442
̶

346,506

̶
̶
̶
̶
̶
4
4
̶
4

206,181
̶
̶

139,882
442
4
4
̶

346,511

平成25年度中間期 平成26年度中間期

有価証券平均残高

該当ありません
リスク管理債権（破綻先債権・延滞債権・3ヶ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権額の状況）

注．破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、要管理債権の該当はありません。

（単位：百万円）

　正常債権
合計

̶
̶

71,029
71,029

平成25年度中間期 平成26年度中間期

金融再生法施行規則に基づく開示債権の残高

（単位：百万円、％）
平成25年度中間期

　政府等
合計

残高
̶
̶

残高
71,000
71,000

貸出金の業種別残高

平成26年度中間期

̶
̶

構成比
100.00
100.00

構成比

業
務
の
状
況
／
債
務
の
保
証（
支
払
承
諾
）残
高　

貸
出
金
の
使
途
別
残
高　

貸
出
金
の
業
種
別
残
高　

中
小
企
業
等
に
対
す
る
貸
出
金
残
高　

リ
ス
ク
管
理
債
権　

金
融
再
生
法
施
行
規
則
に
基
づ
く
開
示
債
権
の
残
高

　
　
　
　
　
　

特
定
海
外
債
権
残
高　

貸
出
金
償
却
額　

貸
倒
引
当
金
の
残
高
及
び
増
減
額　

有
価
証
券
平
均
残
高

（単位：百万円）

　設備資金
　運転資金
合計

̶
̶
̶

̶
71,000
71,000

平成25年度中間期 平成26年度中間期

貸出金の使途別残高



業務の状況
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（単位：百万円）

平成26年度中間期平成25年度中間期

有価証券の残存期間別残高

213,901
102,042

̶
̶
̶
̶

315,944

̶

̶
̶

47,618
80,401

̶
̶
̶

128,020

442
442

4
4

4
4

̶

60,591
51,019

̶
̶
̶
̶

111,611

̶

̶
̶

70,271
39,573

̶
̶
̶

109,844

442
442

4
4

4
4

̶

国債
　　１年以下
　　１年超3年以下
　　3年超5年以下
　　5年超7年以下
　　7年超10年以下
　　10年超
　　合計
地方債
　　合計
短期社債
　　１年以下
　　合計
社債
　　１年以下
　　１年超3年以下
　　3年超5年以下
　　5年超7年以下
　　7年超10年以下
　　合計
株式
　　期間の定めのないもの
　　合計
その他の証券
　　期間の定めのないもの
　　合計
　　うち外国株式
　　　期間の定めのないもの
　　　計
　　うち外国債券
　　　計

業
務
の
状
況
／
有
価
証
券
の
残
存
期
間
別
残
高　

中
小
企
業
の
経
営
の
改
善
及
び
地
域
の
活
性
化
の
た
め
の
取
組
み
の
状
況

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況

当社は、「資産管理業務を戦略的なプロダクトへ、そして資産管理に係る総合的なサービス
に発展させる」という理念に基づき、資産管理専門信託銀行としてお客さまの資産管理に
関する業務に特化したサービスを行っております。そうした業務上の特性から、現状、中小
企業のお客さまを含む企業向けの事業資金の貸付および住宅ローンのご利用を希望される
お客さまへの貸付はお取り扱いをしておりません。そのため、中小企業の経営の改善及び
地域の活性化のための直接的な取組みは行っておりません。



時価情報等
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有価証券及び金銭の信託の時価等

有価証券
中間貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金を含めて記載しております。

（単位：百万円）

平成25年度中間期 平成26年度中間期
40
40

△ 14
26

10
10
△ 3
6

評価差額
　その他有価証券
繰延税金資産（△は繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金

その他有価証券評価差額金

金銭の信託 該当ありません

その他有価証券
（単位：百万円）

平成25年度中間期

合計

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

中間貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

中間貸借対照表
計上額

249,250
58,963
308,214

66,693
69,056
108,000
243,750
551,964

81,288
26,658
107,947

30,298
83,199
100,000
213,497
321,445

取得原価

81,314
26,664
107,978

30,296
83,180
100,000
213,477
321,455

中間貸借対照表
計上額

注. 中間貸借対照表計上額は各中間期末日における取引所の価格に基づく時価により計上したものであります。

平成26年度中間期

249,201
58,957
308,158

66,699
69,065
108,000
243,765
551,924

取得原価

債券
　国債
　社債
　　小計
債券
　国債
　社債
その他
　　小計

　種類
差額

49
6
55

△ 6
△ 8
̶

△ 15
40

差額

25
5
31

△ 1
△ 19
̶

△ 20
10

時
価
情
報
等
／
有
価
証
券
及
び
金
銭
の
信
託
の
時
価
等



時価情報等
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時
価
情
報
等
／
デ
リ
バ
テ
ィ
ブ
取
引
の
時
価
等

デリバティブ取引の時価等

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引について、取引の対象物の種類ごとの
中間決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額、時価及び評価
損益並びに当該時価の算定方法は、次のとおりであります。なお、契約額等については、
その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

（単位：百万円）

平成25年度中間期

店
頭

区
分 契約額等

　
931,376
869,968

／

評価損益

　
△ 18,781
19,503
722

契約額等のうち
1年超のもの

　
̶
̶
／

　
△ 3,270
2,532
△ 738

評価損益

　
763,481
686,881

／

契約額等

為替予約
売建
買建
合計

種類

注1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
　2．時価は先物為替相場によって算定しております。

平成26年度中間期
時価

　
△ 3,270
2,532
△ 738

　
△ 18,781
19,503
722

時価

（3）株式関連取引、債券関連取引、商品関連取引、その他のデリバティブ取引　　該当ありません

契約額等のうち
1年超のもの

　
̶
̶
／

（2） 通貨関連取引

（単位：百万円）

平成25年度中間期

金
融
商
品

取
引
所

区
分 契約額等

　
200,000

̶
／

評価損益

　
△ 3
̶
△ 3

契約額等のうち
1年超のもの

　
̶
̶
／

　
̶
̶
̶

評価損益

金利先物
売建
買建
合計

契約額等

　
̶
̶
／

種類

注1．上記取引については時価評価を行い、評価損益を中間損益計算書に計上しております。
　2．時価は東京金融取引所の価格によって算定しております。

平成26年度中間期
時価

　
̶
̶
̶

　
△ 3
̶
△ 3

時価契約額等のうち
1年超のもの

　
̶
̶
／

（1） 金利関連取引
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（資産） 
　有価証券
　　　国債
　　　地方債
　　　短期社債
　　　社債
　　　株式
　　　外国証券
　　　その他の証券
　投資信託外国投資
　信託受益権
　受託有価証券
　金銭債権
　　　生命保険債権
　　　その他の金銭債権
　その他債権
　コールローン
　銀行勘定貸
　現金預け金
　　　預け金
資産合計
（負債） 
　指定金銭信託
　特定金銭信託
　投資信託
　金銭信託以外の金銭の信託
　有価証券の信託
　包括信託
負債合計

平成25年度中間期
（平成25年9月30日）

平成26年度中間期
（平成26年9月30日）

95,292,742
62,109,128
4,793,016
538,419

11,508,845
8,758,815
6,579,853
1,004,662
5,512,474
17,389,387
5,527,002
569,131
315,996
253,135

9,184,238
3,567,960
271,651

8,221,457
8,221,457

145,536,046

169
73,678,774

65,820
42,138

9,748,320
62,000,823
145,536,046

100,914,488
68,830,685
4,951,810
286,949

11,605,066
8,230,789
6,064,635
944,550

4,871,341
15,056,233
4,313,222
596,819
280,154
316,665

5,208,259
2,158,197
203,697

4,708,061
4,708,061

138,030,321

81
78,166,864

31,609
37,963

7,033,195
52,760,606
138,030,321

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（資産）
　その他
　資産合計
（負債）
　元本
　その他
　負債合計

89
89

89
0
89

176
176

176
0

176

平成25年度中間期 平成26年度中間期

元本補てん契約のある信託の期末受託残高（信託財産の運用のため再信託された信託を含む）
金銭信託

中間信託財産残高表
信
託
業
務
の
状
況
／
中
間
信
託
財
産
残
高
表　

元
本
補
て
ん
契
約
の
あ
る
信
託
の
期
末
受
託
残
高
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信託業務の状況

信
託
業
務
の
状
況
／
金
銭
信
託
等
の
期
末
受
託
残
高　

金
銭
信
託
等
の
信
託
期
間
別
元
本
残
高　

金
銭
信
託
等
の
運
用
状
況　

金
銭
信
託
等
に
係
る
有
価
証
券
残
高

　
　
　
　
　
　
　
　

元
本
補
て
ん
契
約
の
あ
る
信
託
の
貸
出
金
に
係
る
破
綻
先
債
権
・
延
滞
債
権
・
３
ヶ
月
以
上
延
滞
債
権
・
貸
出
条
件
緩
和
債
権　

元
本
補
て
ん
契
約
の
あ
る
信
託
の
貸
出
金
に
係
る
金
融
再
生
法
施
行
規
則
に
基
づ
く
開
示
債
権
の
残
高

（単位：百万円）

金銭信託
　　１年未満
　　１年以上2年未満
　　2年以上5年未満
　　5年以上
　　その他のもの
合計

̶
69,282,677

̶
449,287

176
69,732,140

̶
75,979,126

̶
370,122

89
76,349,337

平成25年度中間期 平成26年度中間期

金銭信託等の信託期間別元本残高

（単位：百万円）

国債
地方債
社債
株式
その他の証券
合計

51,473,354
2,867,625
7,273,587
740,410

1,190,954
63,545,932

59,626,919
3,061,440
8,155,952
648,623
945,319

72,438,255

平成25年度中間期 平成26年度中間期

（単位：百万円）

金銭信託
　　貸出金
　　有価証券

̶
63,545,932

̶
72,438,255

平成25年度中間期 平成26年度中間期

金銭信託等の運用状況

（単位：百万円）

金銭信託 73,678,94378,166,945
平成25年度中間期 平成26年度中間期

金銭信託等の期末受託残高

金銭信託等に係る有価証券残高

元本補てん契約のある信託の貸出金に係る破綻先債権・延滞債権・３ヶ月以上延滞債権・貸出条件緩和債権
該当ありません

元本補てん契約のある信託の貸出金に係る金融再生法施行規則に基づく開示債権の残高
該当ありません
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経
営
諸
指
標
／
利
益
率　

資
金
利
ざ
や　

預
証
率
・
預
貸
率　

自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

注．預金には譲渡性預金を含んでおります。

注1．総資産経常（中間純）利益率＝経常（中間純）利益÷総資産（除く支払承諾見返）平均残高×100×365/183
　2．自己資本経常（中間純）利益率＝経常（中間純）利益÷株主資本及び評価・換算差額等平均残高×100×365/183

自己資本の充実の状況

（単位：％）

総資産経常利益率  
自己資本経常利益率  
総資産中間純利益率  
自己資本中間純利益率  

0.11 
4.53 
0.06 
2.80 

0.12 
3.44 
0.07 
2.21 

平成25年度中間期 平成26年度中間期

利益率

（単位：百万円）

基本的項目（Tier Ⅰ）  
　　資本金 
　　利益剰余金 
　　計  
補完的項目（Tier Ⅱ）  
　　計  
自己資本額  
　　(A)+(B) 
リスク・アセット等  
　　　　資産（オン・バランス）項目
　　　　オフ・バランス取引等項目
　　信用リスク・アセットの額 
　　オペレーショナル･リスク相当額に係る額（(F)÷8%） 
　　　　（参考）オペレーショナル・リスク相当額
　　計（(D)+(E)）  
単体自己資本比率  
基本的項目比率（Tier Ⅰ比率）  

(A)

(B)

(C)

(D)
(E)
(F)
(G)
(C)÷(G)
(A)÷(G)

50,000
8,039
58,039

̶

58,039

86,864
15,663
102,527
40,298
3,223

142,826
40.63%
40.63%

平成25年度中間期末

（単位：％）

資金運用利回り
資金調達利回り
資金粗利ざや

0.12
0.05
0.07

国内業務部門
平成25年度中間期

0.07
0.04
0.02

国際業務部門
0.12
0.05
0.07

合計
0.12
0.05
0.06

国内業務部門
0.12
0.05
0.07

合計

資金利ざや

0.07
0.05
0.02

国際業務部門
平成26年度中間期

（単位：％）

預証率
　　期末
　　期中平均
預貸率
　　期末
　　期中平均

27.02
26.65

8.64
6.27

国内業務部門
平成25年度中間期

̶
̶

̶
̶

国際業務部門

27.02
26.65

8.64
6.27

合計

29.69
50.42

̶
0.89

国内業務部門

29.69
50.43

̶
0.89

合計

預証率・預貸率

̶
̶

̶
̶

国際業務部門
平成26年度中間期

●自己資本の構成に関する開示事項

　本項目は、銀行法施行規則（昭和５７年大蔵省令第１０号）第１９条の２第１項第５号ニ等の規定に基づき、自己資本
の充実の状況等について金融庁長官が別に定める事項（平成１９年金融庁告示第１５号）について開示するものです。
　なお、平成２５年度末より、改正された金融庁告示（バーゼルⅢ）を適用しております。

経営諸指標

［平成25年度中間期（バーゼルⅡベース）］単体自己資本比率総括表〈国内基準〉
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コア資本に係る基礎項目
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る株主資本の額
うち、資本金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、自己株式の額（△）
うち、社外流出予定額（△）
うち、上記以外に該当するものの額
普通株式又は強制転換条項付優先株式に係る新株予約権の額
コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額
適格旧非累積的永久優先株の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額
コア資本に係る調整項目
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額
うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額
繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通株式等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通株式等の額
特定項目に係る10％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
特定項目に係る15％基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通株式等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額
コア資本に係る調整項目の額
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ））
リスク・アセット等
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額
うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

マーケット・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8％で除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセット等の額の合計額
自己資本比率
自己資本比率（（ハ）／（ニ））

経過措置による
不算入額

（単位：百万円）

［平成26年度中間期（バーゼルⅢベース）］単体自己資本比率総括表〈国内基準〉

（イ）

（ロ）

（ハ）

（ニ）

（１）

（２）

（３）

　
58,828
50,000
8,828
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

58,828

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

58,828

112,993
13,017
13,017

̶
̶
̶
̶
̶

32,918
̶
̶

145,912

40.31%

　

13,017
̶

13,017
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額
土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45％に相当する額のうち、
コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

̶

̶

平成26年度
中間期末
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延滞エクスポージャーの状況　　　　該当ありません　

貸倒引当金・貸出金償却の状況　　　該当ありません

経
営
諸
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標
／
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況

資本控除の額/1,250%のリスク・ウェイトが適用されるエクスポージャーの額　　　該当ありません

　合計

0%
10%
20%
35%
50%
100%
150%
350%

（単位：億円）

2,498
̶

115
̶
̶

133
̶
̶

2,748

平成25年度中間期末
オフバランス

12,213
524

3,438
̶
0

285
̶
̶

16,461

合計
9,714
524

3,322
̶
0

151
̶
̶

13,712

オンバランス
3,614

̶
172
̶
̶

253
̶
̶

4,039

平成26年度中間期末
オフバランス

23,288
224

3,049
̶
0

423
̶
̶

26,985

合計
19,674
224

2,876
̶
0

170
̶
̶

22,945

オンバランス〈リスク・ウェイト〉

標準的手法が適用されるエクスポージャーの状況
リスク・ウェイト区分別内訳（信用リスク削減効果適用後）

（単位：億円）

〈地域別内訳〉
　国内
　海外
合計
〈取引相手別内訳〉
　ソブリン向け
　金融機関等向け
　法人等向け
　その他
合計
〈期間別内訳〉
　１年以内
　１年超
　その他
合計

平成25年度中間期末 平成26年度中間期末

4,443
0

4,443

3,158
13
̶

1,271
4,443

2,614
1,824

4
4,443

有価証券

18,481
20

18,502

15,470
2,863
25
141

18,502

18,352
̶
149

18,502

その他

26,891
93

26,985

21,884
3,049
639
1,413
26,985

25,007
1,824
153

26,985

合計

348
73
421

̶
172
249
̶
421

421
̶
̶
421

デリバティブ

3,618
̶

3,618

3,254
̶
363
̶

3,618

3,618
̶
̶

3,618

貸出金・
コミットメント・
デリバティブ以外
のオフバランス

2,218
0

2,218

1,115
294
̶
808
2,218

1,308
905
4

2,218

有価証券

10,778
5

10,784

7,607
3,028
23
125

10,784

10,651
̶
132

10,784

その他

16,443
17

16,461

11,871
3,438
216
933

16,461

15,418
905
137

16,461

合計

236
11
248

̶
115
132
̶
248

248
̶
̶
248

デリバティブ

3,209
̶

3,209

3,148
̶
60
̶

3,209

3,209
̶
̶

3,209

貸出金・
コミットメント・
デリバティブ以外
のオフバランス

●信用リスク
信用リスクに関するエクスポージャーの状況
注．オフバランスのエクスポージャーは与信相当額を記載しております。また、信用リスク・アセットの額の算出を要しないこととされているエクスポージャー
は含めておりません。
なお、前中間期、当中間期とも、信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高と期中の平均的なリスクポジションに大幅な乖離は見られません。

（単位：億円）

信用リスク
　標準的手法
　　ソブリン向け
　　金融機関等向け
　　法人等向け
　　抵当権付住宅ローン
　　証券化
　　その他
　CVAリスク 
　中央清算機関関連向け
オペレーショナル・リスク
単体総所要自己資本額

41.0
41.0
̶

27.5
6.2
̶
̶
7.2
/
/

16.1
57.1

45.1
42.2
̶

24.3
11.1
̶
̶
6.6
2.5
0.3
13.1
58.3

平成25年度中間期末 平成26年度中間期末

●自己資本
ポートフォリオ区分別単体所要自己資本額

注.バーゼルⅢの適用開始に伴い、平成25年度末よりCVAリスク相当額及び中央清算機関関連エクスポージャーに係る信用
リスク・アセット(金融庁告示第48条第1項2号及び3号）を計上しております。
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連
結
情
報

連結情報　　　　  当社には子会社がないため、連結決算は実施しておりません。

株式等エクスポージャーに係る売却損益、償却損、評価損益の該当はありません。

上場株式等エクスポージャー
上記以外の株式等エクスポージャー
合計

（単位：億円）

平成25年度中間期末

̶
4
4

中間貸借対照表計上額
̶
̶
̶

時価
̶
4
4

中間貸借対照表計上額
̶
̶
̶

時価
平成26年度中間期末

●株式等エクスポージャーのリスク
 株式等エクスポージャーの状況

試算の前提：標準的金利ショックは上下200ベーシス・ポイントの平行移動を想定しており、コア預金は定義しておりません。

平成25年度中間期末基準
平成26年度中間期末基準

（単位：億円）

損失額
60
72

広義自己資本
580
588

10.4%
12.3%

自己資本に対する割合

●銀行勘定における金利リスク
 アウトライヤー基準
「アウトライヤー基準」試算結果

●マーケットリスク　　　 当社は自己資本比率の算出においてマーケットリスク相当額を算入しておりません。

●証券化エクスポージャー 　　　該当ありません

●信用リスク削減手法
信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャーの内訳

（単位：億円）

〈標準的手法〉
　ソブリン向け
　金融機関等向け
　法人等向け
　抵当権付住宅ローン
　証券化
　その他
合計

平成25年度中間期末 平成26年度中間期末

̶
̶
60
̶
̶
̶
60

金融資産担保

̶
̶
̶
̶
̶

280
280

保証

̶
̶
60
̶
̶

280
340

合計

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

クレジット・
デリバティブ

̶
̶

360
̶
̶
̶

360

金融資産担保

̶
̶
̶
̶
̶

1,043
1,043

保証

̶
̶

360
̶
̶

1,043
1,403

合計

̶
̶
̶
̶
̶
̶
̶

クレジット・
デリバティブ

外国為替関連取引
合計

（単位：億円）

平成25年度中間期末

142
142

グロスの
アドオン

248
248

与信相当額

105
105

グロス
再構築コスト

平成26年度中間期末

174
174

グロスの
アドオン

421
421

与信相当額

247
247

グロス
再構築コスト

●派生商品取引等の取引相手のリスク
 派生商品取引等の状況

注1．与信相当額の算出方法はカレントエクスポージャー方式を用いております。
　2．ネッティング契約や担保取得等の信用リスク削減手法の適用はありません。
　3．長期決済期間取引の該当はありません。
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表紙裏面

2
2
8
8
8

該当ありません
8

8、17
9
17
12

3
3
4

該当ありません
該当ありません

17
13

該当ありません
14

該当ありません
該当ありません
該当ありません
該当ありません

10
該当ありません

10
10
10
11
11

該当ありません
該当ありません

17

該当ありません
12
11
17

15
15
16
16

16
該当ありません
該当ありません
該当ありません
該当ありません
該当ありません
該当ありません
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（1）　株主一覧

（1）　直近の中間事業年度における事業の概況
（2）　主要な経営指標等の推移
（3）　業務粗利益および業務粗利益率
（4）　資金運用収支
（5）　役務取引等収支
（6）　特定取引収支
（7）　その他業務収支
（8）　資金運用勘定・調達勘定の平均残高等
（9）　受取利息・支払利息の増減
（10） 利益率
（11） 中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組みの状況

（1）　中間貸借対照表
（2）　中間損益計算書
（3）　中間株主資本等変動計算書
（4）　リスク管理債権
（5）　元本補てん契約のある信託に関するリスク管理債権
（6）　自己資本の充実の状況
（7）　有価証券の時価等
（8）　金銭の信託の時価等
（9）　デリバティブ取引の時価等
（10） 貸倒引当金の期末残高等
（11） 貸出金償却額
（12） 金融商品取引法に基づく監査結果
（13） 自己資本比率の算定に関する監査結果

（1）　預金種類別平均残高
（2）　定期預金の残存期間別残高

（1）　貸出金科目別平均残高
（2）　金利別・残存期間別貸出金残高
（3）　担保別貸出金残高
（4）　使途別貸出金残高
（5）　業種別貸出金残高
（6）　中小企業向け貸出金残高
（7）　特定海外債権残高
（8）　預貸率

（1）　商品有価証券種類別平均残高
（2）　有価証券種類別残存期間別残高
（3）　有価証券種類別平均残高
（4）　預証率

（1）　中間信託財産残高表
（2）　元本補てん契約のある信託の種類別残高
（3）　金銭信託等の期末受託残高
（4）　金銭信託等の期間別元本残高
（5）　金銭信託等の運用状況 

（a） 期末運用残高
（b） 貸出金科目別残高
（c） 貸出金契約期間別残高
（d） 担保種類別貸出金残高
（e） 使途別貸出金残高
（ f） 業種別貸出金残高
（g） 中小企業向け貸出金残高
（h） 有価証券残高

1. 会社概況および組織

2. 経理・経営内容

3. 財産の状況

4. 預金に関する指標

5. 貸出金等に関する指標

6. 有価証券に関する指標

7. 信託業務に関する指標

111. 資産査定の状況
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